
















































































散髪屋・珈琲館・旅館・娼妓館などの仕事に従事した。1911年 12月，その人数はさらに 51戸 312






余万両に増した。さらに 1910年，日本と青島の直接貿易総額は 536万余両，ドイツの 587万余両
に次ぎ，そのほか，フランスは 282万余両，イギリスは 133万余両。1912年には日本の輸出入総
額はドイツの 472万 3千両を超えて一位に，766万 5千両に達した 18。青島における日本勢力の拡
張に対して，膠州総督府軍政部参謀長海軍大臣サクセルは「青島は日本の植民地なり 19」と述べた
といわれる。まさにその通り，日本の経済的地位の高まりによって，政治的要望も高まっていった。






















































































































































本郷は 1918年 7月 2日に大将に昇進し，10月 10日に青島守備軍民司令官を辞任した。本郷の
次に大島健一（1918年 10月 10日～1919年 6月 28日在任）が赴任し，半年余で由比光衛（1919



























































































































四分にて 10年間貸付することを決めた 56。さらに 5月 1日には済南居留民団を設立した（「外務省
告示第十八号」）。一方，青島経済界においては，占領地の返還後にも継続的な経済活動を営むため
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竟に之を放棄した」るとも言われるが，当時膠州湾に関する調査報告の所在は不明である。
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